
 

経営は組合弱体化を図るために何をしたか 
「不当な整理解雇」の「不当」な狙いを再確認 

その２   

 

組合活動の中心を担ってきた機長らを 

 一斉に排除できる基準としての「55 歳以上」  
 

会社が、削減目標達成にもかかわらず、あえて解雇を強行した。  

とくに、55 歳以上の年齢基準を用いることによって、1973 年の乗員組合の統一

後 の乗員の組合活動の中心を担ってきた機長らが会社から一掃されることにな

る。 ・・・こうした機長らは、既に機長の人員削減目標を達成しているのである

から、希望退職に応じることはない。 ・・・これらを一斉に排除できる基準とし

て 55 歳以上という年齢基準を持ち出してき たものにほかならない。  

控訴人らの解雇においては、この年齢基準自体が不当労働行為の人選基準なの

である。  

 

傷病基準を適用し、組合活動を引き継ぐ者たちをも排除 
 

会社は、あわせて・・・労働組合活動を承継し、組合や産別団体の活動を(将来 

も)担う者たちもあわせて排除するために、既に削減目標を達成していたにもかか

わらず、年齢基準に満たない者にも傷病基準を適用した。  

 

有志の会ニュース No.12-070 より抜粋 

 

「それは無理です。相手は確信犯です。信念でやっている

人たちを話し合いで説得しようとしても不可能です」 

整理解雇の目的「組合幹部の狙い撃ち」・・国会で明らかに 
2012 年８月２１日 国土交通委員会より 
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○穀田委員  

・・・・その意味で、稲盛さんが言っておられるように、経営上整理解雇の必

要性など全くないということは明らかであります。 

そこで、今度は小野展克参考人に一つ聞きます。 

参考人は雑誌で、『ＪＡＬ「整理解雇」の裏側』という小論を記しています。Ｇ２

というんでしょうか、その文章の中に書いていまして、それは次のように述べて

います。 

 

「話し合えば、分かり合えるだろう。なんとかならないのか」稲盛の表情には、

「行き場のないいら立ちと深い疲れが滲んでいた。」「それは無理です。相手は確

信犯です。信念でやっている人たちを話し合いで説得しようとしても不可能です」

「企業再生支援機構の幹部は、稲盛にずばりと切り込んだ。」このような文章を書

いておられます。 

 

私は、どうもここに本質があるような気がします。整理解雇の目的は、組合幹部

の狙い撃ち、または会社にとって不都合な人たちの狙い撃ちということがそこに

あったのではないかということがこの文章を見ますと推察されるんですが、見解

を問いたいと思います。 

 

○小野参考人 先生御指摘のとおり、私、ネット上でそういったような文章を書

きました。私、信頼できるニュースソースから聞いてそれを書きましたので、確

かに先生の御認識のようなことではないかというふうに思っております。 

 

 

「排除」を裏付ける会社の内部文書 
 

これを裏付けるものとして、運航本部で乗員の労務管理を担っていた担当者(K 

グループ長)が発信した内部文書の存在がある。  

 

2010 年 6 月 30 日付 K 運航本部グループ長の発信文「希望退職のイメージ」では、  

 

「対象者 450 人(特早退第 2 弾が 150 人として)→声かけは 450 人または 600 人

(余分に声を掛け、ゴネたら対象外。)  

※IPZ、客室本部は、余分に声を掛け、成功率 100%でなくても目標達成し、最

終施策は回避するイメージを持っている様子。 しかし、そんな人を残して、その

後の再建を果たせるのか。」 と記載している(IPZとは本社人事部のことである)。  

 

この文書は、明らかに希望退職に応じない者も必ず退職させるという強い意思



を示している。  

会社にとっては、これまでの組合活動歴から、控訴人ら労働組合運動の中心メ

ンバ ーが希望退職に応じないことは自明のことであり、この機会に排除すること

が、そもそもの狙いの一つであった。  

 

この機長らは、企業内労働組合あるいは産別労働組合の役職経験者であって、 

JAL 経営においては大いに邪魔な者たちであった。これらの者たちを「平時」に解

雇す れば明白な不当労働行為とされるところ、更生会社という事情を最大限に活

用して解雇したのである。  

 

会社更生法下においてもそのまま残った 

 旧経営陣・労務政策の中心メンバー  
 

会社更生法下においても、大西社長・田口副社長をはじめとした旧経営陣の主

だったメンバーは、そのまま残った。そして、労務政策の立案及び実行に当たっ

てきた本社労務部と運航本部の人事労務担当実務者らも残存することになった。

破綻前に機長組合及び乗員組合との団体交渉を担当したメンバーも、ほとんどそ

のまま引き継がれた。  

 

会社更生という事情を最大限活用 ,管財人はそれを容認  
 

この解雇は、こうした労務方針・労務体質を持つ旧経営陣と労務部が、大幅な労

働条件の切り下げの為の更生計画実施に当たり人員削減策が実行されるという機

会を奇貨として、機長組合並びに 乗員組合の中心的な役員・物言う労働者を職場

から一掃し、これらの組合の弱体化を図ったものにほかならない。  

（一部表現、用語を分かりやすく変えています。） 
 

 

 

 

カンパ支援・取り組み参加 

 

宜しくお願い致します 

 



 

今後の日程 
 

＊宣伝行動・各地集会：私たちはあきらめない!!! 

       原告団 HP 日程参照 

         

＊東京地裁：4 月 26 日(水)  

マタハラ裁判 第十回口頭弁論 

      527 号法廷 10:00～ 

      報告集会予定あり 

 「JAL CA マタニティハラスメント是正裁判 

  未来の飛んでる（みらとん）ママを支える会」  

会則 ・9 月 2 日要請書 ・お願い・署名用紙  
 

＊山口 宏弥氏 著書紹介：「安全な翼を求めて」 

             アマゾン書評 
 

 

・詳細は、枠内をクリックして御覧下さい。 
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